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イオンのＩＴ活用によるイオンのＩＴ活用による
ビジネス革新ビジネス革新

２００６年７月１０日２００６年７月１０日
イオン　ＩＴ担当イオン　ＩＴ担当
縣　厚伸縣　厚伸



－2－

イオンのＩＴ戦略概要イオンのＩＴ戦略概要

－16－

ＩＴＩＴを活用したビジネス改革を活用したビジネス改革

グローバルレベルの経営体質確立

EDLP
EDLC
の実現

商品原価の
引き下げ

マーチャンダイ
ジングの改革

新たなIT物流
システム構築

新たなIT物流
システム構築

人件費の
構造的改革

間接材･サービス材
コストの引き下げ

海外直接仕入

WWREへの
取り組み

直接取引推進

トップバリュ
の拡販

成果主義、
能力主義の徹底

売場作業の改革

店舗後方作業削減

パートタイマーの
能力開発･上位職登用

販売管理費の
抜本的改革

ビジネス
プロセス改革

ビジネス
プロセス改革

どこにも勝る価格を
継続的に実現

どこにも勝る価格を
継続的に実現

業績（２００６年２月期）業績（２００６年２月期）

売上高売上高 ：４兆４：４兆４,,３０３億円３０３億円
経常利益：　　１経常利益：　　１,,７６０億円７６０億円

（連結ベース）（連結ベース）

ＩＴ投資額：約７００億円ＩＴ投資額：約７００億円

事業概要事業概要

企業数企業数 1515８社８社

店舗数：店舗数：

ＧＭＳＧＭＳ ４６８４６８
ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ ７１１７１１
ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄｽﾄｱﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄｽﾄｱ ４３４３
ﾎｰﾑｾﾝﾀｰﾎｰﾑｾﾝﾀｰ 　９２　９２
ｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ 　１７　１７
百貨店百貨店 　　２　　２
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ ２，８５４２，８５４
専門店専門店 ３，２４６３，２４６
その他物販その他物販 ２５２５
金融金融 ６２６２
外食外食 ５４１５４１
ｻｰﾋﾞｽｻｰﾋﾞｽ ７９１７９１
■総合計■総合計 　　　８，８５２　　　８，８５２
※※200200６年２月６年２月2020日現在日現在

ＩＴ投資の課題ＩＴ投資の課題

【経営環境の変化】【経営環境の変化】

○　グローバリゼーション○　グローバリゼーション
○　自由な競争原理○　自由な競争原理
○　企業再編、寡占化○　企業再編、寡占化

【課題】【課題】

○　どこにも勝る価格を継続的に実現○　どこにも勝る価格を継続的に実現
　・　商品原価の引き下げ　・　商品原価の引き下げ
　・　　・　販売管理費の抜本的改革販売管理費の抜本的改革
○　グループシナジーの追求○　グループシナジーの追求

ＩＴ投資の内容ＩＴ投資の内容

○　自主マーチャンダイジングを可能と○　自主マーチャンダイジングを可能と
　　する自社物流ネットワークの構築と、　　する自社物流ネットワークの構築と、
　　商品在庫情報のリアルタイム可視化　　商品在庫情報のリアルタイム可視化

○　計画を重視したマーチャンダイジ○　計画を重視したマーチャンダイジ
ングプロセスの高度化と、本部・ングプロセスの高度化と、本部・
店舗間の協働強化店舗間の協働強化

○　店舗バックオフィス業務のオンラ○　店舗バックオフィス業務のオンラ
イン化と集約化イン化と集約化

○　経理業務のグループ集約化と財務○　経理業務のグループ集約化と財務
会計情報の一元化会計情報の一元化

ＩＴ投資の効果ＩＴ投資の効果

○　プライベートブランド商品取扱い拡大○　プライベートブランド商品取扱い拡大
　売上高　売上高 約２千億円約２千億円 55年間で２倍以上年間で２倍以上
○　メーカー直取引による商品原価の削減○　メーカー直取引による商品原価の削減
　　約４％　　約４％
○　マーチャンダイジングプロセス高度化○　マーチャンダイジングプロセス高度化
衣料品　在庫　▲衣料品　在庫　▲11.911.9％、％、

　　　　　　　　 荒利率　＋荒利率　＋ 1.71.7％％
　　店舗発注人時　約　　店舗発注人時　約7070％削減％削減
　　欠品率　　　欠品率　22～～44％が％が11％未満に削減％未満に削減
○　店舗後方人員　約○　店舗後方人員　約7070％削減％削減
○　決算数値確定　約９日間の短縮　○　決算数値確定　約９日間の短縮　
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本日のアジェンダ本日のアジェンダ

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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イオンの経営戦略イオンの経営戦略

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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イオンイオンの概要の概要

１.企業数： １５８社
(連結子会社１３０社　関連会社２７社)

２.営業収益： ４兆４，３０２億８，５００万円

３.経常利益： １，７５９億８，９００万円

４.店舗数： ＧＭＳ 　　４６８
スーパーマーケット 　　７１１
ディスカウントストア 　　　４３
ホームセンター 　　　９２
スーパーセンター 　　　１７
百貨店 　　　　２
コンビニエンスストア ２，８５４
専門店 ３，２４６
その他物販 　　　２５
金融 　　　６２
外食 　　５４１
サービス 　　７９１
■総合計 　　 　８，８５２
※２００６年２月２０日時点
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グループ企業の概要グループ企業の概要

•イオン㈱
•イオン九州㈱
•㈱マイカル　など

•ミニストップ㈱
•イオンファンタジー㈱
•グルメドール　など

•マックスバリュ東北㈱
•マックスバリュ東海㈱
•マックスバリュ西日本㈱　など

•タルボット㈱
•㈱ブルーグラス
•㈱イオンフォレスト　など

•イオンクレジットサービス㈱など•イオンモール㈱　など

•タキヤ㈱
•㈱ツルハ　など

ＧＭＳ事業ＧＭＳ事業ＧＭＳ事業

スーパー
マーケット事業

スーパースーパー
マーケット事業マーケット事業

ドラッグ
ストア事業

ドラッグドラッグ
ストア事業ストア事業

ディベロッパー事業ディベロッパー事業ディベロッパー事業 金融サービス事業金融サービス事業金融サービス事業

専門店事業専門店事業専門店事業

その他事業その他事業その他事業
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イオン㈱の概要イオン㈱の概要

1.社名： イオン株式会社

2.設立： １９２６年９月

3.営業収益： １兆８，９２９億９００万円

4.経常利益： ３１１億１，７００万円

5.資本金： １，０１７億９，８００万円

6.店舗数： ３７８店舗

7.従業員数： ７１，１７１人

８.本店所在地：千葉市美浜区中瀬１－５－１

※２００６年２月２０日時点
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２０１０年ビジョン２０１０年ビジョン

イオン２０１０年ビジョンイオン２０１０年ビジョン

世界に通用する小売業を目指す世界に通用する小売業を目指す
　　

コア・ビジネス領域コア・ビジネス領域
ＧＭＳ事業ＧＭＳ事業
ＳＭ事業ＳＭ事業
ドラッグ事業ドラッグ事業
ディディべべロッパー事業ロッパー事業
金融サービス事業金融サービス事業
アジア事業アジア事業



－9－

世界に通用する小売業を目指して世界に通用する小売業を目指して

世界に通用する小売業を目指して

コーポレートガバナンス改革 グループマネジメント改革

委員会等設置会社へ
の移行

事業持株会社化

※２００３年５月の株主
総会をもって移行済み

※２００１年８月２１日
ジャスコ㈱からイオン㈱へ
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イオン㈱の新しい取締役会イオン㈱の新しい取締役会

【取締役会】

【執行役】

・・・

取締役会
議長
代表執行役
社長

社外取締役

社内取締役

執行役

監査委員会

指名委員会

報酬委員会
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イオンのグループマネジメント改革イオンのグループマネジメント改革

　　取締役会

代表執行役

【機能】

商　品

物　流

財　経

Ｉ　Ｔ

人　事

総　務
・
・
・

ＧＭＳ ＳＭ ドラッグ ＤＶ アジア その他の事業

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

グ
ル
ー
プ
各
社

監督

世界に通用する世界に通用する
国際的企業集団国際的企業集団

グループの
成長加速

グループ全体
価値の向上

グループシナジー
の最大化

グループ全体
最適と革新創出

集中･集約･共有
標準化の推進
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ビジネスビジネス改革とＩＴ戦略構想改革とＩＴ戦略構想

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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グローバル競争の激化グローバル競争の激化

WalWal--MartMart
Home: U.S.Home: U.S.

Canada

United Kingdom

Brazil
Vietnam

European Union

Morocco

AholdAhold
Home: Home: NethNeth..

Argentina

Indonesia

United States

Spain

Poland

Czech Republic

Thailand

Brazil

Indonesia

Korea

China

Switzerland

Belgium

Slovakia

Metro AGMetro AG
Home: Home: 

GermanyGermanyCarrefourCarrefour::
FranceFrance

グローバルリテーラーによる
全世界的な大規模Ｍ＆Ａ

グローバルリテーラーによる
全世界的な大規模Ｍ＆Ａ

Japan

Germany
China

CroatiaMexico

Argentina

Russia
Japan

Czech India

Japan
China
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イオンのイオンのEDLPEDLP・・EDLCEDLC戦略戦略

グローバルグローバル1010

環境の変化環境の変化

調達コスト調達コスト

物流コスト物流コスト

作業コスト作業コスト

・・・

どこにも勝る価格
の継続的な実現

どこにも勝る価格どこにも勝る価格
の継続的な実現の継続的な実現

EDLCEDLC
(Everyday Low Cost)(Everyday Low Cost)

EDLPEDLP
(Everyday Low Price)(Everyday Low Price)

世界水準のコスト構造世界水準のコスト構造世界水準のコスト構造

グローバリゼーショングローバリゼーション
自由な競争原理自由な競争原理
企業再編　寡占化企業再編　寡占化

販売管理費比較

グローバルリテーラーとのグローバルリテーラーとの
生き残りを賭けた熾烈な競争生き残りを賭けた熾烈な競争

世
界
に
通
用
す
る
国
際
的
企
業
集
団
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戦略実現に向けた変革の方向性戦略実現に向けた変革の方向性

11．グローバルスタンダード．グローバルスタンダードの導入の導入

グローバルリテイラーとの戦いに備えるため、グローバルリテイラーとの戦いに備えるため、
グローバル企業のベストプラクティスを獲得グローバル企業のベストプラクティスを獲得

グローバルベースでのグローバルベースでのB2BB2B活動が必須であり、活動が必須であり、
グローバルスタンダードへ対応し、取り込むグローバルスタンダードへ対応し、取り込む

２．グループシナジーの追求２．グループシナジーの追求

スケールメリット･機能集約による効果を実現し、スケールメリット･機能集約による効果を実現し、
ＭＤ、物流、ＩＴ、後方業務のシナジーを追求ＭＤ、物流、ＩＴ、後方業務のシナジーを追求

ベストプラクティスの交換･コラボレーションをベストプラクティスの交換･コラボレーションを
推進し、強み､成功事例の共有化と水平展開のスピー推進し、強み､成功事例の共有化と水平展開のスピー
ドアップを図るドアップを図る
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「ＩＴは戦略に従う」「ＩＴは戦略に従う」

ビジネス戦略に基づいてビジネス戦略に基づいてMDMD戦略、戦略、
物流戦略を決定しなければならない物流戦略を決定しなければならない

組織とプロセスは戦略的方向性をサポート組織とプロセスは戦略的方向性をサポート
するものでなければならないするものでなければならない

プロセスと意思決定をサポートするプロセスと意思決定をサポートする
インフラでなければならないインフラでなければならない

ビジョン・戦略ビジョン・戦略

ＭＤプロセス／組織ＭＤプロセス／組織
物流プロセス／組織物流プロセス／組織

システム及びインフラシステム及びインフラ

MDMD・・物流戦略物流戦略

•• 透明性透明性
•• 協働作業協働作業
•• 柔軟性柔軟性

差別化

一般化
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ＩＴ投資の課題ＩＴ投資の課題

ＩＴ投資の課題ＩＴ投資の課題

【経営環境の変化】【経営環境の変化】

○　グローバリゼーション○　グローバリゼーション
○　自由な競争原理○　自由な競争原理
○　企業再編、寡占化○　企業再編、寡占化

【課題】【課題】

○　どこにも勝る価格を継続的に実現○　どこにも勝る価格を継続的に実現
　・　商品原価の引き下げ　・　商品原価の引き下げ
　・　　・　販売管理費の抜本的改革販売管理費の抜本的改革
○　グループシナジーの追求○　グループシナジーの追求
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ＩＴＩＴを活用したビジネス改革を活用したビジネス改革

グローバルレベルの経営体質確立

EDLP
EDLC
の実現

商品原価の
引き下げ

海外直接仕入マーチャンダイ
ジングの改革

新たなIT物流
システム構築

新たなIT物流
システム構築

人件費の
構造的改革

間接材･サービス材
コストの引き下げ

WWREへの
取り組み

直接取引推進

トップバリュ
の拡販

成果主義、
能力主義の徹底

売場作業の改革

店舗後方作業削減

パートタイマーの
能力開発･上位職登用

販売管理費の
抜本的改革

どこにも勝る価格を
継続的に実現

ビジネス
プロセス改革

ビジネス
プロセス改革

どこにも勝る価格を
継続的に実現
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ＩＴ投資の内容ＩＴ投資の内容

ＩＴ投資の内容ＩＴ投資の内容

○　自主マーチャンダイジングを可能と○　自主マーチャンダイジングを可能と
　　する自社物流ネットワークの構築と、　　する自社物流ネットワークの構築と、
　　商品在庫情報のリアルタイム可視化　　商品在庫情報のリアルタイム可視化

○　計画を重視したマーチャンダイジング○　計画を重視したマーチャンダイジング
プロセスの高度化と、本部・店舗間のプロセスの高度化と、本部・店舗間の
協働強化協働強化

○　店舗バックオフィス業務のオンライン○　店舗バックオフィス業務のオンライン
化と集約化化と集約化

○　経理業務のグループ集約化と財務会○　経理業務のグループ集約化と財務会
計情報の一元化計情報の一元化
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ＩＴ投資の効果ＩＴ投資の効果

ＩＴ投資の効果ＩＴ投資の効果

○　プライベートブランド商品取扱い拡大○　プライベートブランド商品取扱い拡大
　売上高　売上高 約２千億円約２千億円 55年間で２倍以上年間で２倍以上
○　メーカー直取引による商品原価の削減○　メーカー直取引による商品原価の削減
　　約４％　　約４％
○　マーチャンダイジングプロセス高度化○　マーチャンダイジングプロセス高度化
　　衣料品　在庫　　衣料品　在庫 ▲▲11.911.9％、％、
　　　　　荒利率　　　　　荒利率 ＋＋ 1.71.7％％
　　店舗発注人時　約　　店舗発注人時　約7070％削減％削減
　　欠品率　　　欠品率　22～～44％が％が11％未満に削減％未満に削減
○　店舗後方人員　約○　店舗後方人員　約7070％削減％削減
○　決算数値確定　約９日間の短縮　○　決算数値確定　約９日間の短縮　
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ＩＴＩＴ物流プロジェクトの取り組み物流プロジェクトの取り組み

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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改革後の現時点の姿（例）改革後の現時点の姿（例）

サプライチェーンの可視化と売場実現力の強化サプライチェーンの可視化と売場実現力の強化

サプライチェーンの可視化
－ＤＣ［ディストリビューションセンター］在庫と
店頭在庫のリアルタイム管理－

サプライチェーンの可視化サプライチェーンの可視化
－ＤＣ－ＤＣ［ディストリビューションセンター］［ディストリビューションセンター］在庫と在庫と
店頭在庫のリアルタイム管理－店頭在庫のリアルタイム管理－

オペレーションの標準化と可視化
－オペレーションのデジタル標準化・
部署間ワークフロー化－

オペレーションの標準化と可視化オペレーションの標準化と可視化
－オペレーションのデジタル標準化・－オペレーションのデジタル標準化・
部署間ワークフロー化－部署間ワークフロー化－

売場実現力の強化
－「確実な売場展開」と「店舗人時の削減」

の同時実現－

売場実現力の強化売場実現力の強化
－－ 「確実な売場展開」と「店舗人時の削減」「確実な売場展開」と「店舗人時の削減」

の同時実現－の同時実現－
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自社物流網の構築状況自社物流網の構築状況

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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新物流ビジネスプロセス新物流ビジネスプロセス

◆戦略物流構想の狙い

◇調達システム改革による仕入原価削減

◇物流コストの削減と品質向上

◇店舗作業軽減

◆プロダクトフローと施設タイプ
ﾌｧｰｽﾄﾑｰﾊﾞｰ商品をより
店舗に近いところで保管・
供給する機能

ＲＤＣＲＤＣ
高回転

ＸＸ ＤＤ

ＰＰ ＣＣ

（ＳＳ含む）（ＳＳ含む）地域
商品

麺

豆腐等

メーカーメーカー

取引先取引先

海外含む海外含む

ＮＤＣＮＤＣ

低回転

季節商品並びにｽﾛｰﾑｰﾊﾞｰ商品等
、全社的に在庫を集中した方が
効率的な商品の保管・供給機能

商品の在庫・保管機能は有さず、各ＤＣ
からの供給商品と地元商品を各店に

供給する機能

店店

舗舗

生鮮各商品の
製造・加工機能

ＤＳＤＤＳＤ
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戦略物流ネットワークの構築（常温）戦略物流ネットワークの構築（常温）

沖縄XD
2004年9月

中部
ＮＤＣＮＤＣ//NXD/RDC/PC/XDNXD/RDC/PC/XD
20022002年年1212月月

信州ＸＤ
2004年9月

秋田ＸＤ
2004年11月

青森ＸＤ
2004年10月

北海道ＸＤ
2004年10月

山形ＸＤ
2004年12月

盛岡ＸＤ
2005年2月

稼動済

2006年度稼動

広島RDC
2005年11月

北海道RDC
2005年７月

小牧HDC

仙台RDC/ＸＤ
2001年6月

仙台PC/ＸＤ
01年7月

06年９月移転
東北ＲＤＣ

兵庫RDC/PC/XD
2002年7月

九州RDC/XD
2002年11月

静岡PC/RS
2002年12月

関東
NDC/NXD/RDC/XD
2002年12月

四国PC/XD
2003年2月

関西
NDC/NXD/RDC/XD
2003年3月

新潟ＸＤ
2003年9月

中部ＸＤ
（生鮮）
06年10月

広島ＸＤ
（生鮮）
06年8月 関西PC/XD

2004年11月

06年12月増床

06年11月増床

北陸ＸＤ
2003年10月

現時点ＷＭＳ導入
施設全国２４箇所
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商品商品コスト構造改革の成果コスト構造改革の成果

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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トップバリュトップバリュ売上高の推移売上高の推移

０５年度０５年度売上高売上高 グループ計グループ計 　約　約2,0402,040億円億円
うちうちイオン㈱イオン㈱ 約約1,3111,311億円億円

トップバリュ売上高 （億円）トップバリュ売上高 （億円）

9595

500500

9696 9797 9898 9999 0000

10001000

15001500

20002000

0101 0202 0303 0404
（年度）
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物流改革物流改革の進捗例

０５年度上期にイオン㈱より開始。その後ｲｵﾝ九州、０５年度上期にイオン㈱より開始。その後ｲｵﾝ九州、MVMV中部、中部、MVMV九州へ拡大。九州へ拡大。
０６年度はﾏｲｶﾙ九州が０６年度はﾏｲｶﾙ九州が55月に開始。さらにマイカル、ＭＶ西日本へ拡大予定。月に開始。さらにマイカル、ＭＶ西日本へ拡大予定。

の進捗例

ビールにおけるビールにおけるSCMSCM改革改革 ：従来
（直接物流の改革イメージ）

：今後

卸倉庫卸倉庫

ビールメーカービールメーカー

ＲＤＣＲＤＣ//ＸＤＸＤ

イオンイオンRDCRDC・・XDXD経由　グループ各店経由　グループ各店
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ＭＤプロセスＭＤプロセス改革改革

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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計画計画起点の新マーチャンダイジングプロセス　１６の機能起点の新マーチャンダイジングプロセス　１６の機能

新ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
プロセス

新ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
プロセス

•計画起点、オペレーションは効率化（集中化）
•システム支援＝データ精度（一元管理）＋統合化

オペレーション／サービス系

プランニング／クリエイティブ系

ＭＤ戦略＆計画

販促計画＆
マネージメント

スペース管理

ベンダー管理

商品開発

売価管理

商品登録
＆メンテナンス

需要予測

在庫計画

発注書管理

商品配分

商品補充

実在庫管理

振替＆在庫調整

状況モニタリング＆カテゴリー分析

品揃え計画
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ＭＤＭＤ計画プロセス計画プロセス

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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ＭＤ計画（システム名　Ａｒｔｈｕｒ）の目的ＭＤ計画（システム名　Ａｒｔｈｕｒ）の目的

期中管理
戦
略
計
画

М
Ｄ
計
画

機
会
計
画

レ
ン
ジ
＆

ア
ソ
ー
メ
ン
ト
計
画

М
Ｄ
店
舗
計
画

トップダウン　ボトムアップ
戦略 ＭＤ店舗 機会

レンジ ＆
アソートメント

ＯＴＢ ＆
期中再予測

前
シ
ー
ズ
ン

予測 実施－９Ｍ ０

ＭＤ計画の目的
会社の戦略を実現するためのカテゴリーの戦略を
数値的枠組みに落とし込む⇒品番数と計画数量の適
正化、店舗の品揃えの欠落/重複削減

変化に迅速に対応するために、期中モニタリング
の仕組みを提供する⇒商品在庫の適正化（削減）

ＭＤ計画の目的
会社の戦略を実現するためのカテゴリーの戦略を
数値的枠組みに落とし込む⇒⇒品番数と計画数量の適品番数と計画数量の適
正化、店舗の品揃えの欠落正化、店舗の品揃えの欠落//重複削減重複削減

変化に迅速に対応するために、期中モニタリング
の仕組みを提供する⇒⇒商品在庫の適正化（削減）商品在庫の適正化（削減）
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ｽﾍﾟｰｽｽﾍﾟｰｽ計画計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革



－34－

スペース計画～売場展開のプロセススペース計画～売場展開のプロセス

○　商品部が、カテゴリーごとに、より生産性や○　商品部が、カテゴリーごとに、より生産性や
効率の改善が見込める品揃え、棚割計画を立案。効率の改善が見込める品揃え、棚割計画を立案。
単品レベルでの販売実績を分析・評価し、在庫計画単品レベルでの販売実績を分析・評価し、在庫計画
（（ＭＩＮ／ＭＡＸＭＩＮ／ＭＡＸ）を）を考慮に入れた棚割計画を立案考慮に入れた棚割計画を立案

ａ　店舗にとって最適な陳列指図書を商品部が作成、ａ　店舗にとって最適な陳列指図書を商品部が作成、

タイムリーに提供。タイムリーに提供。
（各店舗の什器サイズ、ゴンドラ本数をシステムに登録し（各店舗の什器サイズ、ゴンドラ本数をシステムに登録し
棚割を作成）棚割を作成）

ｂ　店舗は、その陳列指図書通りに棚替え作業を実施ｂ　店舗は、その陳列指図書通りに棚替え作業を実施

し、し、（運用ルール遵守）（運用ルール遵守）、いち早く新製品を店頭に露、いち早く新製品を店頭に露
出する、また速やかに新しい売場計画を実現する。出する、また速やかに新しい売場計画を実現する。
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スペース計画システムを使用した､店舗での陳列変更作業スペース計画システムを使用した､店舗での陳列変更作業

陳列指図書の出力陳列指図書の出力 陳列指図書の貼付陳列指図書の貼付

陳列指図書を確認しながらの陳列変更作業陳列指図書を確認しながらの陳列変更作業
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新補充新補充プロセスプロセス

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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計画起点＋効率的なオペレーション

•店舗在庫、DC在庫を一元管理
•補充担当が在庫管理責任
•店舗は在庫精度の維持に責任

•トータルコストの削減
•商品原価の低減
•品切れ撲滅､商品回転の向上
•人時削減

①在庫精度
②スキル
③MDシステムサポート
④物流体制・
スケジュールの再構築　

営業上のメリット
①欠品改善
②定番ﾊﾞｯｸﾙｰﾑ在庫削減
③補充発注作業人時改善

マーチャンダイジングプロセスの進化（商品補充）マーチャンダイジングプロセスの進化（商品補充）

従来の
補充発注方式
（発注勧告）

単品在庫基点
による

推奨発注量計算
（SOQ）

自動
商品補充

物流上のメリット
（リードタイム拡大）
■物流センターサイド
①物流波動の平準化
②物流精度の改善
■店舗サイド
①定時一括納品
②当日夜納品
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売場作業の改革売場作業の改革

１．戦略物流ネットワークの構築１．戦略物流ネットワークの構築

（１）自社物流網の構築状況（１）自社物流網の構築状況

（２）商品コスト構造改革の成果（２）商品コスト構造改革の成果

２．ＭＤプロセス改革２．ＭＤプロセス改革

（１）ＭＤ計画プロセス（１）ＭＤ計画プロセス

（２）ｽﾍﾟｰｽ計画（２）ｽﾍﾟｰｽ計画//ｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾃｺﾞﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

（３）新補充プロセス（３）新補充プロセス

（４）売場作業の改革（４）売場作業の改革
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新店舗システム新店舗システム((ＮｅｗｔｏｎＮｅｗｔｏｎ))のコンセプトのコンセプト

店舗店舗
業務コスト業務コスト
削減削減

店舗発生データ店舗発生データのの
精度精度向上向上

売場からのダイレクトインプット売場からのダイレクトインプット

ペーパーレスペーパーレス

単品データ補足単品データ補足ニーズニーズへの対応への対応

グループシナジーグループシナジー
効果効果

拠点・時間の制約を極力排除拠点・時間の制約を極力排除
（店舗・センターを問わず利用できる）（店舗・センターを問わず利用できる）店舗資源店舗資源のの

極小化極小化
店舗側投資は最小限店舗側投資は最小限

グループでの活用グループでの活用
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オペレーションの標準化と可視化オペレーションの標準化と可視化

情情
報報
のの
共共
有有

本本
部部
でで

同じ情報に基づくアクション・・ （本部と店舗）

全店舗の棚位置がわかる（棚割システム全店舗の棚位置がわかる（棚割システム
導入商品）導入商品）

全店舗の売価変更、返品作業の進捗状況全店舗の売価変更、返品作業の進捗状況
がわかる。がわかる。((未実施・実施中・実施済がわかる未実施・実施中・実施済がわかる))

店店
舗舗
でで

全従業員の勤務実績が即座にわかる。全従業員の勤務実績が即座にわかる。

自店の入荷予定､在庫計画（自店の入荷予定､在庫計画（Min/MaxMin/Max値）値）
がわかる。がわかる。

近隣店舗の現在在庫数がわかる。近隣店舗の現在在庫数がわかる。

そのため、電話やメールでの確認は不要。
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売場実現力の強化売場実現力の強化

お客さまお客さまお客さま

販促計画販促計画販促計画

情報の集中化
(ｼｽﾃﾑ)ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの集中化

販
売
に
必
要
な
情
報

（
売
価
変
更
・
作
業
指
示
）

売場売場

店舗の商品売価、作業状況の確認

確認・修正確認・修正確認・修正

在庫精度
維持

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
業務ルール

PLANPLAN DODO SEESEE

顧客ｻｰﾋﾞｽ・顧客ｻｰﾋﾞｽ・
販売に専念販売に専念

店舗

情報の一気通貫

店
舗
店
舗 報

告
作
業
の
排
除

報
告
作
業
の
排
除

本
部
本
部

本部
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店舗内（売場）無線環境イメージ店舗内（売場）無線環境イメージ

ページプリンタページプリンタ
（ポップ対応）（ポップ対応）

プライスカードプライスカード
発行機発行機

値下げシール値下げシール
発行機発行機

通信機器通信機器

無線中継機無線中継機

天井側無線天井側無線
アンテナアンテナ

プライスカードプライスカード
発行機発行機

値下げシール値下げシール
発行機発行機

無線中継機無線中継機

有線ﾈｯﾄﾜｰｸ有線ﾈｯﾄﾜｰｸ

ハンディハンディ
端末端末

モバイルモバイル
パソコンパソコン

売場担当者のバックルームや事務所への売場担当者のバックルームや事務所への
移動を無くし、売場在居率向上をはかる。移動を無くし、売場在居率向上をはかる。

売場の商品の前で作業実施。売場の商品の前で作業実施。
無線ハンディ端末で価格変更・無線ハンディ端末で価格変更・
本部マスター売価参照等を行う。

表示物（プライスカード・値下シール・ポップ・表示物（プライスカード・値下シール・ポップ・
ショーカード）は、売場内に設置するワークスポッショーカード）は、売場内に設置するワークスポッ
トより無線方式で即時発行する。本部マスター売価参照等を行う。 トより無線方式で即時発行する。
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ビジネスプロセスビジネスプロセス改革プロジェクトの取り組み改革プロジェクトの取り組み

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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ＢＰＲＢＰＲ((ビジネスプロセス改革ビジネスプロセス改革))の取り組みの取り組み

改革のコンセプト改革のコンセプト

経営のリアルタイム化
　　　・基幹システムの再構築　　　・基幹システムの再構築

中間業務・重複業務の解消
　　　・後方業務の集中化　　　・後方業務の集中化
　　　・入力業務のオンライン化　　　・入力業務のオンライン化

実現目標実現目標実現目標

グローバル・ＩＴインフラグローバル・ＩＴインフラグローバル・ＩＴインフラ

グローバル・コストグローバル・コストグローバル・コスト バックオフィス総人時の半減バックオフィス総人時の半減バックオフィス総人時の半減

単体５日後、連結９日後決算単体５日後、連結９日後決算単体５日後、連結９日後決算

タイムリーな意思決定タイムリーな意思決定タイムリーな意思決定

グローバル・スピードグローバル・スピードグローバル・スピード

グローバル・クォリティグローバル・クォリティグローバル・クォリティ
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店舗後方業務のＢＰＲ店舗後方業務のＢＰＲ

１．店舗後方業務のＢＰＲ１．店舗後方業務のＢＰＲ

２．グループ経営基盤の確立２．グループ経営基盤の確立

（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と展開展開

３．決算の早期化３．決算の早期化
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店舗後方業務の削減計画店舗後方業務の削減計画

２００４／上期の姿２００４／上期の姿２００２年２００２年７月７月　ＢＰＲプロジェクトにて定義　ＢＰＲプロジェクトにて定義

人事総務
６３作業

勤怠管理，給与業務
保険関連

会計
４５作業

店舗売上確定処理
店現金管理，経費処理

システム
３１作業

発注勧告，売価管理
発行業務

商品管理
２９作業

荷受，検品，伝票計上
返品振替，加工補正

２１４作業店舗後方業務店舗後方業務

販促
４６作業

ＰＯＰ作成，
販促物管理

ＩＴ化、ＢＰＲによってＩＴ化、ＢＰＲによって
廃止する作業廃止する作業

６４作業

ＳＳＣや他主部署にＳＳＣや他主部署に
移管する作業移管する作業

３４作業

ＩＴ化、ＢＰＲによってＩＴ化、ＢＰＲによって
負荷軽減される作業負荷軽減される作業

４３作業

店舗後方に残る業務

７３作業

店舗後方に残る業務

７３作業
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新勤怠新勤怠システムシステム

改革のポイント

・週間マネジメントの徹底
・勤務実績管理の簡素化と人事管理の強化
・人時コントロールの強化

・法律、ルールの遵守

目的/ねらい
①電子化（ペーパーレス化）
②ワンインプットルール（一度
の入力で処理を完結する）

新給与
システム

新給与
システム

新勤怠
システム

新勤怠
システム

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
（ＢＳＣ）

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
（ＢＳＣ）

各種申請をパソコンで
承認し、データ連携。
画面上で進捗管理。

各種申請をパソコ
ンで上司へ申請。
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電子申請システム電子申請システム

　電子申請システムとは、

　会社生活や人生のイベント（結婚・転勤など）のときに、本人が申請

　すべき届出を『自己責任』で漏れなく申請するシステムです。

　電子申請システムとは、

　会社生活や人生のイベント（結婚・転勤など）のときに、本人が申請

　すべき届出を『自己責任』で漏れなく申請するシステムです。

申請内容
確認

給与・勤怠システム給与・勤怠システム

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
人事サービスG

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
人事サービスG

本人申請 上司承認

◇ 店舗総務による仲介業務の廃止
◇ 上司の承認業務の簡素化
◇ 申請から受理までの時間を大幅
　　に短縮し、サービスが向上

必要なシステム・部署
にデータ連携

転勤

結婚

出産
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資材資材発注システム発注システム

取引先店舗

資材調達窓口統一化、
購買単価引下げ

テンプレート使用に
よる発注業務の軽減

経費進捗確認

本社
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バックオフィス業務のオンライン化と集約化バックオフィス業務のオンライン化と集約化

Ａ社 ＷｅＢ
ブラウザ

Ｂ社

Ｄ社

Ｃ社

ＷｅＢ
ブラウザ

ＷｅＢ
ブラウザ

ＷｅＢ
ブラウザ

経費計上
システム

電子申請
システム

勤怠管理
システム

資材発注
システム

統合会計
システム

新給与
システム

ＢＰＲ各システムグループ各店舗、事務所

ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

ＷｅＢ
ブラウザ

ＷｅＢ
ブラウザ

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

ＡＳＣ、ＢＳＣ
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グループＩＴプラットフォームの構築グループＩＴプラットフォームの構築

１．店舗後方業務のＢＰＲ１．店舗後方業務のＢＰＲ

２．グループ経営基盤の確立２．グループ経営基盤の確立

（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と展開展開

３．決算の早期化３．決算の早期化



－52－

グループグループ経営基盤としての統合会計システム経営基盤としての統合会計システム

各社個別最適（バラバラ)の仕組とシステム各社個別最適（バラバラ)の仕組とシステム グループ情報の透明性、比較性の確保

業務の標準化と集約化業務の標準化と集約化

グループ各社へのグループ各社への
段階的導入段階的導入

①既存イオン㈱利用会社①既存イオン㈱利用会社

②ＳＭ４社②ＳＭ４社

③その他国内企業③その他国内企業

・・・・・・

••紙（伝票）処理が基本紙（伝票）処理が基本

••勘定科目体系が別途勘定科目体系が別途

••経理要員、会計ｼｽﾃﾑが個社ごと経理要員、会計ｼｽﾃﾑが個社ごと
に存在しているに存在している

••財務管理情報が個社ごとに存在財務管理情報が個社ごとに存在
しグループトータルでの数値管しグループトータルでの数値管
理が困難理が困難

••データ処理が基本データ処理が基本

••勘定科目体系を統一勘定科目体系を統一

••統合会計システムに集約し、グ統合会計システムに集約し、グ
ループで共有するループで共有する

••財務管理情報をグループで集中財務管理情報をグループで集中
管理し、グループトータルでの管理し、グループトータルでの
数値管理を実現数値管理を実現

財務連結 グループ会社
管理情報

経理部門経理部門

会計システム会計システム

業務システム業務システム

グループ共通グループ共通
統合会計システム統合会計システム
SAP R/3SAP R/3ASCASC

戦略部戦略部 財務財務//管理管理
連結会計情報連結会計情報

各社元帳各社元帳

財経本部財経本部

経理経理SSCSSCの実現の実現

情報、システムの共有化情報、システムの共有化

グループ情報の透明性、比較性の確保
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新給与システムの導入新給与システムの導入

（１）人事給与業務の効率化（１）人事給与業務の効率化

（２）グループ人事情報データベースの構築と活用

・人事給与情報の登録を簡便化し、各種帳票出力機能を充・人事給与情報の登録を簡便化し、各種帳票出力機能を充
実することにより、人事給与業務全般の効率化を図る。実することにより、人事給与業務全般の効率化を図る。

・グループ人事給与業務をイオンＢＳＣに集約することで・グループ人事給与業務をイオンＢＳＣに集約することで
グループ全体の人事給与業務を効率化する。グループ全体の人事給与業務を効率化する。

・給与処理を同一データベースで実施することにより、・給与処理を同一データベースで実施することにより、
正確な人事情報を取得し、各種検索を可能とする。正確な人事情報を取得し、各種検索を可能とする。

新給与システム導入のねらい新給与システム導入のねらい
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シェアードサービスセンターの設立と展開シェアードサービスセンターの設立と展開

１．店舗後方業務のＢＰＲ１．店舗後方業務のＢＰＲ

２．グループ経営基盤の確立２．グループ経営基盤の確立

（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と展開展開

３．決算の早期化３．決算の早期化
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イオンのｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰイオンのｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ((ＳＳＣＳＳＣ))についてについて

イオンでは、2003年度より、ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立致しました。ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰはグ
ループ視点で各社の業務を集中して処理し「コスト」「品質」「スピード」の３つの側面
から効果を挙げます。

アカウンティング
サポートセンター

アカウンティング
サポートセンター

バックオフィス
サポートセンター

バックオフィス
サポートセンター

ＡＳＣ
Ａccounting Support Center

BＳＣ

Back office Support Center

・支払業務全般
・債権債務管理
・買掛照合業務
・会計業務
等

・支払業務全般
・債権債務管理
・買掛照合業務
・会計業務
等

・給与､保険､福利厚生
・リース
・契約書管理
・損害保険請求
・メール
等

・給与､保険､福利厚生
・リース
・契約書管理
・損害保険請求
・メール
等
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決算の早期化決算の早期化

１．店舗後方業務のＢＰＲ１．店舗後方業務のＢＰＲ

２．グループ経営基盤の確立２．グループ経営基盤の確立

（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築（１）ｸﾞﾙｰﾌﾟＩＴﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と（２）ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの設立と展開展開

３．決算の早期化３．決算の早期化
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決算早期化決算早期化の進捗と現在のの進捗と現在の取り組み取り組み

決算早期化【現在の取り組み】

　　　　単体決算５日後、連結決算９日後確定に

　　　　向けた取り組み実施

　（１）日次処理に向けた取り組み

　（２）各社ＢＰＲの支援実施

決算早期化【現在の取り組み】

　　　　単体決算５日後、連結決算９日後確定に　　　　単体決算５日後、連結決算９日後確定に

　　　　向けた取り組み実施　　　　向けた取り組み実施

　（１）日次処理に向けた取り組み

　（２）各社ＢＰＲの支援実施

決算早期化【０４年度までの実績】

　　　　Ｒ／３導入１２社は６日後確定。

　　　　連結決算は従来どおり。

　　　　Ｒ／３導入１２社は６日後確定。

決算早期化【０４年度までの実績】

　　　　連結決算は従来どおり。
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現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み

1.1.イオンの経営戦略イオンの経営戦略

2.2.ビジネス改革とビジネス改革とＩＴ戦略ＩＴ戦略構想構想

3.3.ＩＴ物流プロジェクトの取り組みＩＴ物流プロジェクトの取り組み

4.4.ビジネスプロセス改革プロジェクトビジネスプロセス改革プロジェクト
のの取り組み取り組み

5.5.現場活用教育の取り組み現場活用教育の取り組み
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０５年度方針　現場活用の０５年度方針　現場活用の徹底　新店舗システムの体内化徹底　新店舗システムの体内化

システム
SCM等

インフラ

教育等

人材 システム
SCM等

インフラ

教育等

人材

昨年度まで昨年度まで 今年度の取り組み今年度の取り組み

・昨年度、全執行役による各店舗巡回と課題認識・昨年度、全執行役による各店舗巡回と課題認識
・今年度、ＩＴ活用教育の実施・今年度、ＩＴ活用教育の実施
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０４年度　執行役店舗巡回から得られた事実０４年度　執行役店舗巡回から得られた事実

「不明」「誤認」「不具合」が散見される状態。
その原因として考えられる背景として・・・

導入教育が操作教育中心で、導入の目的が十分理解されていない。

従来方法との変更点を解説できる店舗窓口がいない。

ヘルプデスクが十分に活用されていない（店舗からの問合せに対するアクション）

本社側でのシステム上の不具合についての検証がなされていない。

店舗側の「理解」と「納得」が得られていない。
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０５年度　商品部員への活用教育０５年度　商品部員への活用教育

トレーニングと実績（例）

計画系ＩＴツール：トレーニングの状況（年間計）

衣料品　延べ６４８名、住居余暇品　延べ２４８名

効果の一例（２００５年度実績）

衣料品 既存店比

在庫　 ▲１１.９%

荒利率 ＋ １.７%
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０５年度　新店舗システム活用教育の実施０５年度　新店舗システム活用教育の実施

操作教育から活用教育へ

在庫管理と売価管理の重要性、システムの活用についての
理解を深め、欠品と売価エラーを削減する

年間１,９１６名のマネジャーが受講
上期：グロサリー・ＨＢＣ・ホームファッション・インナー

下期：キッズ・ハード・衣料統括・食品統括・住余統括

在庫管理と売価管理の重要性、システムの活用についての在庫管理と売価管理の重要性、システムの活用についての
理解を深め、欠品と売価エラーを削減する理解を深め、欠品と売価エラーを削減する

実施状況実施状況

欠品率： ２.２％⇒１.１％

売価エラー： １８.４個⇒７.１個 に減少　（報告ベース）

((売価管理のための売価管理のための))ＭＤＢＯ知識教育ＭＤＢＯ知識教育カリキュラムカリキュラム

((欠品削減のための欠品削減のための))ＯＤＢＭＳ知識教育ＯＤＢＭＳ知識教育

欠品削減手順説明欠品削減手順説明

売価エラーを発生させない売場運営説明売価エラーを発生させない売場運営説明
訓練後の成果訓練後の成果
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